
2024 年 7 月 12 日 

NEC キャピタルソリューション株式会社 

株式会社 SBI 新生銀行 

昭和リース株式会社 

 

SBI 新生銀行による NEC キャピタルソリューション株式の主要株主からの一部取得、 

および NEC キャピタルソリューションと SBI 新生銀行グループによる 

業務提携に関する基本合意のお知らせ 

 

NEC キャピタルソリューション株式会社（東京都港区、代表取締役社長 菅沼 正明、以

下「NEC キャピタルソリューション」）と株式会社 SBI 新生銀行（東京都中央区、代表取

締役社長 川島 克哉、以下「SBI 新生銀行」）は、本日、NEC キャピタルソリューション

の主要株主である日本電気株式会社（以下「NEC」）、および三井住友ファイナンス＆リー

ス株式会社が保有する同社株式 7,172,278 株（議決権所有割合 33.32％。内訳は以下表）

を SBI 新生銀行が譲り受けること（以下「本株式譲渡」）について合意し、SBI 新生銀行の

100%子会社である昭和リース株式会社（東京都中央区、代表取締役社長 平野 昇一、以

下「昭和リース」）を含む３社にて、業務提携に関する基本合意書（以下「本基本合意」）

を締結いたしました(*)。なお、本株式譲渡後に NEC キャピタルソリューションは SBI 新

生銀行の持分法適用関連会社となる予定です。 

 

譲渡元 譲渡株数（議決権所有割合） 譲受先 

NEC 4,314,112 株（20.04％） 
SBI 新生銀行 

三井住友ファイナンス＆リース㈱ 2,858,166 株（13.28％） 

合計 7,172,278 株（33.32％）  

(*) 本株式譲渡および本基本合意に関しては、本日 NEC キャピタルソリューションが公表した適時開示

情報「業務提携に関する基本合意、業務提携、標章等使用許諾契約、及び主要株主、その他関係会社

の異動に関するお知らせ」も併せてご参照ください。 

なお、NEC キャピタルソリューションの事業のうち、銀行法業務範囲規制に抵触する事業について

は、子会社へ事業移管が完了することが、本株式譲渡の前提条件となっております。 

 

1. 本基本合意の目的及び理由 

NEC キャピタルソリューションは、NEC グループのリース会社として、NEC の商流を

軸としたメーカー系リース会社の強みを拡充するとともに、子会社の株式会社リサ・パー

トナーズ（以下「リサ･パートナーズ」）の持つ投資機能や、独自のソリューション開発機

能を活用しながら、メーカー系リース会社から金融サービス会社への転換による企業価値

の向上に取り組むことで、国内リース業界で独自の地位を築いております。 



 

NEC グループとの金融事業における重要なパートナーシップを維持しながら（NEC キ

ャピタルソリューションの適時開示情報「業務提携に関する基本合意、業務提携、標章等

使用許諾契約、及び主要株主、その他関係会社の異動に関するお知らせ」をご参照くださ

い）、事業上の親和性および補完性のある第三者との連携によって成長戦略を加速し、さ

らなる企業価値向上を実現するためのパートナーシップの可能性について検討してまいり

ました。今回、新たに SBI 新生銀行と昭和リースを含む SBI グループが互恵関係のあるパ

ートナーとして加わることで、NEC キャピタルソリューションの持続的な成長実現に向け

た変革を推進することを目的として、本基本合意を締結することになりました。 

 

本基本合意、および今後締結予定の業務提携契約により、NEC キャピタルソリューショ

ンと SBI 新生銀行・昭和リースは、互恵関係のあるパートナーとして、事業の緊密な連携

や人材の相互交流を行い、SBI グループの顧客基盤、金融生態系や先駆的な機能を最大限

活用していきます。NEC キャピタルソリューション、および SBI 新生銀行、昭和リース

それぞれが「顧客中心主義」のもと相互進化を遂げながら、各社のステークホルダーの皆

さまの期待に応えてまいります。 

 

＜業務提携の想定領域＞ 

① NEC キャピタルソリューションと昭和リースが相互の強みを補完することで、

リース事業における新たな事業機会を創出すること 

② NEC キャピタルソリュ―ションと SBI 新生銀行がストラクチャードファイナン

ス分野での連携による投融資事業のさらなる強化を図ること 

③ SBI 新生銀行と昭和リースが介在し、NEC キャピタルソリューションと地域金融

機関及びリース子会社が不動産リース、ヘルスケアアセット、再生可能エネルギ

ー等の分野におけるお客さまの多様なニーズに対応すること 

 

 

2. 業務提携により期待される相互事業シナジー 

【リース事業におけるシナジーの期待】 

 NEC キャピタルソリューションは、官公庁自治体や大企業を主要なお客さまとする

強固な事業基盤を有しており、ICT に関する知見を活かしたさまざまなサービスの提

供などに強みを持っております。昭和リースは、中堅中小企業を主要なお客さまとし

て、2019 年には神鋼リース（現新生コベルコリース）を子会社化し、建設機械、産

業工作機械分野のアセットビジネスの強化、ZEH 住宅開発ファンドやグリーンビル開

発ファンドの組成、不動産（建物）リースの拡大に取り組んできました。NEC キャ

ピタルソリューションと昭和リースは強みが異なる相互補完関係にあり、本基本合意



を契機として、リース物件の３R（リデュース、リユース、リサイクル）での協業や

環境配慮型の不動産金融事業で連携し、循環型社会の実現を通じて、さらなる収益力

向上とサステナビリティ経営の推進を加速していきます。 

 

【中期計画 2025 における注力事業におけるシナジーの期待】 

 NEC キャピタルソリューションは中期計画 2025 で ICT サービスと金融プロダクト

事業への戦略的投資による成長の加速を目指しております。ICT サービス事業につい

ては、SBI グループの国内外で 2500 社を超える投資実績を有する投資事業や SBI グ

ループ全体で推進する地方創生戦略などを通じて構築した幅広い法人ネットワークを

活用した一体営業により、情報通信機器のライフサイクル（調達、管理、処分等を含

む）サービスの拡充や、IT 資産管理ビジネス事業を促進していきます。 

 また、国内外の案件ソーシング力に長けた SBI 新生銀行のストラクチャードファイナ

ンスチームとの連携により、不動産、M&A、国内外のインフラ、ヘルスケア、再生

可能エネルギー向けの投融資事業の強化を進めていきます。 

 さらに、プライベートエクイティ事業の中間持株会社であり、国内最大規模のベンチャ

ーキャピタルでもある SBI PE ホールディングス株式会社(* 以下「SBI PE ホールディ

ングス」)、SBI 新生銀行の事業承継やアドバイザリーチーム、株式会社 SBI 証券とリ

サ・パートナーズとが連携することで、プライベートエクイティ事業、事業再生事業に

おける投融資からエグジットまでの一気通貫体制による支援が可能となり、NEC キャ

ピタルソリューションのインベストメント事業のさらなる利益貢献を追求していきま

す。 

 

【地域貢献、地方創生におけるシナジーの期待】 

 SBI グループでは、SBI グループ、SBI 新生銀行、地域金融機関が持つ機能を三位一

体となって活用する「トライアングル戦略」に基づき、地方創生の具現化に向けて、

協働を推進しています。 

 SBI グループの有する金融機能や地域金融機関とのネットワークを最大限活用し、地

域経済の復興や地方創生を推進し、さまざまな地域産業における金融ビジネス機会の

創出や、SBI グループで取り組む予定の半導体事業における製造設備等に対する協調

リース組成で、昭和リースとともに中心的役割を担うことも検討していきます。 

 NEC キャピタルソリューションが組成するファンドへのエクイティ出資やリース債

権の譲渡を通じて、地方銀行系列リース子会社に新たな運用機会を提供するととも

に、ノウハウの移転を図り地域経済の活性化を目指すことを検討していきます。 

 また NEC キャピタルソリューションが新設する予定の戦略子会社が、不動産オペレ

ーティングリース、発電・売電、地方創生ビジネスの事業者（プラットフォーマー）

となり、出資・提携等を通じて地方銀行系列リース子会社との連携を進め、地域のお



客さまとのビジネス接点を増やしていくことを検討していきます。 

 

(*) SBI ホールディングス株式会社と SBI 新生銀行が設立したプライベートエクイティ事業の中間持

株会社。SBI PE ホールディングス傘下に、国内外のベンチャー企業への豊富な投資実績を有する

SBI インベストメント株式会社、後継者問題を抱える日本国内の中小企業への投資を行う SBI 地

域事業承継投資株式会社、およびパートナーとの共同ファンド運営等に強みを持つ新生企業投資

株式会社があり、2024 年 3 月末の運用資産総額は 5,297 億円。 

 

 

  



 

3. 各当事者の概要 

 

■NEC キャピタルソリューション 

名 称    ： NEC キャピタルソリューション株式会社 

代 表 者 ： 代表取締役社長 菅沼 正明 

設 立    ： 1978 年 11 月 

所 在 地 ： 東京都港区港南二丁目 15 番 3 号 

事業内容 ： 総合リース業 

資 本 金 ： 37.83 億円（2024 年 3 月 31 日現在） 

 

■ SBI 新生銀行 

名 称    ： 株式会社 SBI 新生銀行 

代 表 者 ： 代表取締役社長 川島 克哉 

設 立    ： 1952 年 12 月 

所 在 地 ： 東京都中央区日本橋室町二丁目 4 番 3 号 

事業内容 ： 銀行業 

資 本 金 ： 5,122 億円（2024 年 3 月 31 日現在） 

 

■ 昭和リース 

名 称    ： 昭和リース株式会社 

代 表 者 ： 代表取締役社長 平野 昇一 

設 立    ： 1969 年 4 月 

所 在 地 ： 東京都中央区日本橋室町二丁目 4 番 3 号 

事業内容 ： 総合リース業 

資 本 金 ： 293.6 億円（2024 年 3 月 31 日現在） 

 

―以 上― 

 

 

お問い合わせ先  

NEC キャピタルソリューション コミュニケーション部 

ir@dm.necap.co.jp 

SBI 新生銀行 サステナビリティ＆コミュニケーション統括部  

SBIShinsei_PR@sbishinseibank.co.jp 


